
「千葉県社会福祉審議会規程」の一部改正について 

 

１ 改正内容 

（１）児童福祉法の改正に伴う審議事項の変更 

規程第７条に定める児童処遇部会の審議事項について、「児童福祉法第３３条第５項

の規定による知事の諮問事項の審議に関すること」を削除する。 

（２）その他文言の整理 

 

２ 児童福祉法改正の概要 

○ 平成２９年６月２１日公布の「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一

部を改正する法律」において、親権者等の意に反して２ヵ月をこえて一時保護を行う

場合には、都道府県児童福祉審議会の意見聴取に代えて、家庭裁判所による審査を導

入することとなり、児童相談所長又は都道府県知事が引き続き一時保護を行おうとす

るとき、及び引き続き一時保護を行った後２ヶ月を超えて引き続き一時保護を行おう

とするときごとに、都道府県知事は家庭裁判所の承認を得なければならないこととな

った。（児童福祉法第３３条５項） 

○ これまで、児童福祉法第３３条第５項における都道府県児童福祉審議会の意見聴取に

ついては児童処遇部会で審議してきたが、平成３０年４月１日の施行を受け、今年度

以降児童福祉法第３３条５項に関する審議については児童処遇部会で審議しないこと

から、規程においても当該審議事項を削除することが適当である。 

 

３ 施行日 

  平成３０年９月７日 
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新旧対照表 

○千葉県社会福祉審議会規程 

新 旧 
第１条から第６条まで 略 

 
（部会の設置及び調査審議事項等） 
第７条 分科会に次の表の上欄に掲げる部会を置き、それぞれ同表下欄に掲げる

事項を調査審議する。 
 （身体障害者福祉専門分科会） 

審査部会 
 

身体障害者の障害程度に関する知事の諮問事項の審議に関す

ること 

 （児童福祉専門分科会） 
母子・里親 
部会 
 

母子及び父子並びに寡婦福祉法第７条及び同法施行令第１３

条の規定による知事の諮問事項の審議に関すること 
児童福祉法施行令第２９条の規定による知事の諮問事項の審

議に関すること 
母子保健法第７条の規定による知事の諮問事項の審議に関す

ること 
 

施設部会 
 

児童福祉法第３５条第６項の規定による知事の諮問事項の審

議に関すること 
児童福祉法第４６条第４項の規定による知事の諮問事項の審

議に関すること 
児童福祉法第５９条第５項の規定による知事の諮問事項の審

議に関すること 
認可外保育施設及び認可外の居宅訪問型保育事業における重

大事故の再発防止のための事後的な検証に関する知事の諮問

事項の審議に関すること 
 

児童処遇

部会 
 

児童福祉法第２７条第６項の規定による知事の諮問事項の審

議に関すること 
（削除） 
 

第１条から第６条まで 略 
 
（部会の設置及び調査審議事項等） 
第７条 分科会に次の表の上欄に掲げる部会を置き、それぞれ同表下欄に掲げる事

項を調査審議する。 
 （身体障害者福祉専門分科会） 

審査部会 
 

身体障害者の障害程度に関する知事の諮問事項の審議に関する

こと 

（児童福祉専門分科会） 
母子・里親 
部会 
 

母子及び寡婦福祉法第７条及び同法施行令第１３条の規定によ

る知事の諮問事項の審議に関すること 
児童福祉法施行令第２９条の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
母子保健法第７条の規定による知事の諮問事項の審議に関する

こと 
 

施設部会 
 

児童福祉法第３５条第６項の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
児童福祉法第４６条第４項の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
児童福祉法第５９条第５項の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
認可外保育施設及び認可外の居宅訪問型保育事業における重大

事故の再発防止のための事後的な検証に関する知事の諮問事項

の審議に関すること 
 

児童処遇

部会 
 

児童福祉法第２７条第６項の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
児童福祉法第３３条第５項の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 



児童福祉法第３３条の７の規定による知事の諮問事項の審議

に関すること 
 

社会的養

護検討部

会 

児童虐待の防止及び社会的養護に関する知事の諮問事項の審

議に関すること 

 
２ 社会的養護検討部会は、前項の規定による調査審議のほか、児童福祉法に基

づく被措置児童等虐待の防止等に関する事項を掌る。 
 
第８条から第１６条まで 略 
 
 
附 則 
この規程は、平成２８年１２月２０日から施行する。 
附 則 
この規程は、平成３０年９月７日から施行する。 
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会 

児童虐待の防止及び社会的養護に関する知事の諮問事項の審議

に関すること 

 
２ 社会的養護検討部会は、前項の規定による調査審議のほか、児童福祉法に基づ

く被措置児童等虐待の防止等に関する事項を掌る。 
 
第８条から第１６条まで 略 
 
 
附 則 
この規程は、平成２８年１２月２０日から施行する。 
 
 

 
 
 


